
原子力防災対策費補助金交付要綱  

 

 （通則）  

 第１条  原子力防災対策費補助金（以下｢補助金｣という。）の交付については、北海道  

  補助金等交付規則（昭和 47 年北海道規則第 34 号）の規定によるほか、この要綱の定

めるところによる。  

 （目的）  

 第２条  この補助金は、福島第一原子力発電所の事故を踏まえ、関係自治体が実施する  

  原子力防災対策事業に対し、その充実、強化を図ることを目的として、予算の範囲内     

において補助する。  

 （補助対象者）  

 第３条  補助金の交付の対象となる者は、次に掲げる市町村（泊村、共和町、岩内町、  

  神恵内村を除く。）とする。  

（１）  北海道地域防災計画（原子力防災計画編）の緊急時防護措置を準備する区域に該  

当する町村  

寿都町、蘭越町、ニセコ町、倶知安町、積丹町、古平町、仁木町、余市町、赤井川

村  

 （２）後志総合振興局管内の市町村（ただし、（１）に該当する町村を除く。）  

        小樽市、島牧村、黒松内町、真狩村、留寿都村、喜茂別町、京極町  

 （補助対象事業）  

 第４条  補助対象者が原子力防災対策の実施に取り組む事業で、次に掲げる事業とする。 

原子力防災対策事業  

 広報調査  

 

 

 

・原子力発電施設の周辺の地域の住民の安全確保に  

関する調査  

・原子力発電施設の周辺の地域の住民に対する原子  

力防災に関する知識の普及に関する事業  

原子力防災計画策定  ・原子力防災に関する地域防災計画の作成、修正  

原子力防災訓練  ・地域防災計画に定める防災訓練の実施  

連絡調整  ・原子力防災対策に関して行われる連絡調整  

緊急時安全対策事業  

 防災活動資機材等整

備事業  

 

・緊急時における住民の安全を確保するための施設  

及び防災業務に従事する者の安全を確保するため  の

物品の整備、維持、管理  

基金造成事業  

 

・原子力防災活動で使用する施設及び物品の整備、  

改修、更新に備えるための基金造成  

 （補助対象経費及び限度額）  

 第５条  補助対象事業を行うために必要な経費であって、別表に定めるものについては  

  補助金の対象となる経費（以下「補助対象経費」という。）とする。  

  また、限度額については、同表のとおりとする。  

 （交付申請）  

 第６条  補助金の交付を受けようとする補助対象者は、後志総合振興局長に対し、補助

金の交付申請書を提出しなければならない。  

 ２  交付の申請に必要な書類は次のとおりとする。  

 （１）補助金等交付申請書（別記第１号様式）  

 （２）事業計画書（別記第２号様式）  

 （３）事業計画書（別記第３号様式）（補助対象経費に備品購入費を含む場合）  

 （４）事業計画書（別記第４号様式）（補助対象経費に工事請負費を含む場合）  

 （５）補助金等交付申請額算出調書（別記第５号様式）  

 （６）経費の配分調書（別記第６号様式）  

 （７）事業予算書（別記第７号様式）  

 （８）電子交付申出書兼メールアドレス確認書（別記第８号様式）（道から補助金の交付

を申請しようとする者に対して行われる通知等について、電子交付（通知等の内容

を記録した電磁的記録に、電子署名を行い、補助金の交付を申請しようとする者が

クラウド上で受領できる交付方法）を希望する場合に、提出すること。）  

 （９）その他後志総合振興局長が別に指示する書類  

 



 ３  補助金等交付申請書の提出は、次により行うものとする。  

（１）提出期間  別途指示する  

（２）提出先   後志総合振興局地域創生部危機対策室  

 （補助金の交付の決定等）   

 第７条  後志総合振興局長は、前条の規定による補助金の交付の申請があったときは、  

  当該補助金等交付申請書等の審査等により、適正と認めるときは速やかに補助金の交  

付の決定を行い、別記第９号様式により補助対象者に交付の決定の内容及び交付の条

件を通知するものとする。   

（補助金の申請の取下げ）   

 第８条  補助金の交付の決定を受けた者（以下「補助事業者」という。）は、交付の決定

の内容又はこれに付された条件に対して不服があるときは、交付の決定の通知を受け

た日から 10 日以内に、補助金等交付申請取下書（別記第 10 号様式）を後志総合振興

局長に提出し、申請の取下げをすることができる。  

 ２  １の規定による申請の取下げがあったときは、当該申請に係る補助金の交付の決定

はなかったものとみなす。  

 （補助事業の中止等）   

 第９条  補助事業者は、補助対象事業を中止又は廃止しようとするときは、あらかじめ、 

  別記第 11 号様式の補助事業等中止（廃止）承認申請書により後志総合振興局長の承認

を受けなければならない。   

 （事業遅延等の報告）   

 第 10 条  補助事業者は、補助対象事業を予定の期間内に完了することができないと見込

まれるとき、又は補助事業の遂行が困難になったときは、別記第 12 号様式の補助事業

等執行遅延（不能）報告書により速やかに後志総合振興局長に報告し、その指示を受

けなければならない。  

 （配分された額の変更）   

 第 11 条  補助事業者は、補助対象事業の区分ごとに配分された額を変更しようとすると

きは、あらかじめ、別記第 13 号様式による補助事業等変更承認申請書により、後志総

合振興局長の承認を受けなければならない。ただし、区分ごとの配分額のうちいずれ

か低い額の 15 パーセント以内の範囲内で変更する場合は、この限りでない。  

 （補助対象事業の内容の変更）   

 第 12 条  補助事業者は、補助対象事業の内容を変更しようとするときは、あらかじめ、 

  別記第 13 号様式による補助事業等変更承認申請書により、後志総合振興局長の承認を

受けなければならない。ただし、区分ごとの配分額のうちいずれか低い額の 15 パーセ

ント以内の範囲内で変更する場合は、この限りでない。  

 （財産の管理及び処分の制限）   

 第 13 条  補助事業者は、補助対象事業により取得し、又は効用の増加した財産（以下  

「取得財産等」という。）については、事業完了後においても善良なる管理者の注意を  

もって管理し、かつ、補助金の交付の目的に従ってその効率的運営を図らなければなら  

ない。   

 ２ 補助事業により取得し、又は効用の増加した取得財産等（不動産及びその従物並びに１件

の取得価格又は効用の増加価格が 50 万円以上の機械及び器具等）については、減価償却資

産の耐用年数等に関する省令（昭和 40 年大蔵省令第 15 号）で定める耐用年数（当該耐用年

数が 10 年を超える場合は 10 年）を経過することになるまでの期間は、あらかじめ後志総合

振興局長の承認を受けないで、補助金の交付の目的に反して使用し、譲渡し、交換し、貸し

付け、取り壊し、又は担保に供してはならない。ただし、交付された補助金の全部に相当す

る額を納付した場合は、この限りではない。 

 （工事完成届）  

 第 14 条  補助事業に係る工事が、完成したときは、速やかに工事完成届（別記第 14 号

様式）を後志総合振興局長に提出するものとする。  

 （実績報告）   

 第 15 条  補助事業者は、補助対象事業の完了の日若しくは廃止の承認を受けた日から  

３０日以内又は翌年度の４月 10 日までのうち、いずれか早い日までに、別記第 15 号

様式の補助事業等実績報告書を後志総合振興局長に提出しなければならない。   

 ２  前項の実績報告に当たっては、次の書類を添付するものとする。   

 （１）事業実績書（別記第２号様式）  

 （２）事業実績書（別記第３号様式）（補助対象経費に備品購入費を含む場合）  

 （３）事業実績書（別記第４号様式）（補助対象経費に工事請負費を含む場合）  



 （４）経費の配分調書（別記第６号様式）   

 （５）補助金等精算書（別記第 16 号様式）   

 （６）事業精算書（別記第 17 号様式）   

 （７）第 13 条第２項に規定する処分制限財産の台帳の写し   

 （８）その他後志総合振興局長が別に指示する書類  

 （帳簿及び書類の備付け）  

 第 16 条  補助事業者は、当該補助対象事業に関する帳簿及び書類を備え、補助対象事業

の完了日の属する年度の翌年度から５年間保存しなければならない。ただし、第 13 条

第２項の規定により処分を制限された取得財産等に係る帳簿及び書類については、当

該処分を制限された期間保存しなければならない。  

 （補助金の額の確定及び通知）  

 第 17 条  後志総合振興局長は、第 15 条の規定による補助事業等実績報告書を受けた  

ときは、これを審査し、その報告に係る補助対象事業の実施結果が補助金の交付の決  

定の内容及びこれに付した条件に適合すると認めたときは、交付すべき補助金の額を  

確定し、補助事業者に通知するものとする。  

 （補助金の交付）  

 第 18 条  補助金は、前条の規定により補助金の額を確定したのち、支払うものとする。 

 （電子メールによる申請等）  

  第 19 条  補助事業者は、補助金の交付の申請、届出、その他この補助事業に関し道に行

う通知については、当該申請等に係る書類の電磁的記録を別に指定する電子メールア

ドレスに電子メールを送信する方法により行うことができる。  

 （補助金の交付等に関する権限の委任）  

 第 20 条  この補助金の交付決定、補助金の額の確定その他補助金の交付に関する知事の

権限は、後志総合振興局長に委任するものとする。  

 （その他）  

 第 21 条  この要綱に定めるもののほか、補助金の交付に関し必要な事項については別  

に定める。  

   附  則   

  この要綱は、平成２５年４月１日から施行する。  

   附  則   

  この要綱は、平成２８年４月１日から施行する。  

附  則   

  この要綱は、令和８年４月１日から施行する  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 別表  

補助対象事業  補助対象経費  限度額  

原子力防災対策

事業  

 

 

 

報酬、共済費、賃金、報償費、普通旅費、  

費用弁償、需用費、食糧費、役務費、  

委託料、使用料及び賃借料、備品購入費、  

負担金、その他後志総合振興局長が特に必要と認

めた経費  

４４１万円  

 要 綱 第 ３ 条   

第 １ 項 第 １   

号 に 定 め る   

町村  

２００万円  

 要 綱 第 ３ 条   

第 １ 項 第 ２   

号 に 定 め る   

市町村  

緊急時安全対策

事業  

 

 

 

需用費、役務費、委託料、使用料及び賃借料、工

事請負費、備品購入費、積立金（※注）、  

公課費、その他後志総合振興局長が特に必要と認

めた経費  

 

    

 （※注）基金造成の取扱い  

    基金造成事業の取扱いについては、次のとおりとする。  

 （１）基金の運用から生ずる収益は当該基金に編入すること。  

 （２）基金を処分する場合にはあらかじめ申請を行い知事の承認を得ること。  

 （３）基金を処分して行った事業の終了後その内容を速やかに報告すること。  

 （４）基金を処分して行った事業の終了後残高が生じた場合には基金に編入すること。  


